




















に始まり、2000年以降は新たな段階に移行した（State Services Commission, 













































利事業の株式会社化を行う1986年国有企業法（State-Owned Enterprises Act 
1986）、人事面を改革する 1988 年国家部門法（State Sector Act 1988）、財政
面を改革する1989年財政法（Public Finance Act 1989）により主に形作られ
たものである。その改革の内容は、「器」の改革である組織改革と「中身」の


































（資料） Treasury（1996）Putting It Together An Explanatory Guide to the New 



































































































































































































































①　 選ばれる職場（Employer of Choice）・・・政府部門を優秀で使命感にあ
ふれた人材に選ばれる魅力的な職場にすること。
②　 優秀な公務員（Excellent State Servants）・・・業績向上を常に目指す組
織風土を構築すること。
③　 ネットワーク化された政府（Networked State Services）・・・テクノロジー
を使って国民に対するサービス提供を変革すること。
④　 協調・連携する政府組織（Coordinated State Agencies）・・・政府部門全
体の業績を各政府組織の総和よりも大きくすること。
⑤　 アクセスしやすい政府（Accessible State Services）・・・アクセス、応答
性、有効性を向上させ、ニュージーランド国民の政府サービスに対する経
験を改善すること。



















































対象省庁全体の「ポスト数」 38,859 37,379 △1,480 △3.8
省庁全体のコミュニケーショ
ン・広報担当の「現職員数」
321.3 269.4 △51.9 △16.2
矯正庁・社会開発省の現場部
門の「ポスト数」
13,824 14,364 540 3.9
（注）「現職員数」は常勤換算。






















Expectations for Pay and Employment Conditions in the State Sector）」や「配
置転換に関するガイドライン（Government Expectations for Redeployment in 
the State Services）」が政府から公表され、政府サービス委員会がこれらのガ











2010年1月、「業績改善フレームワ クー（Performance Improvement Framework）」









（資料） State Services Commission（2009）Fact Sheet 2: Performance Improvement 




















































発したものであった（State Services Commission, 2010a, p.1）。
表2　満足度の6要因と信頼度の5要因


































































（資料） State Services Commission（2010）Kiwis Count 2009: New Zealanders’ satisfaction 















たパイロット調査を各地で開始した17（State Services Commission, 2007c, p.21）。
そして、カナダ政府が1998年から行っていた国民満足度調査に学び、2007年
から「ニュージーランド国民の経験」調査プログラムを開始したのである（State 
Services Commission, 2010e, p.7）。
（4）省庁の合併
①　改革の内容
2010 年 3 月現在、いくつかの省庁の合併が政府サービス委員会の担当大





Research, Science and Technology）を科学技術省（Ministry of Research, and 
Science and Technology）に統合する案である。二つ目は、公文書館（Archives 
New Zealand）と国立図書館（National Library of New Zealand）を内務庁
（Department of Internal Affairs）に統合する案である。三つ目は、食品安全庁
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の代表国とする点では多くの論者（Pollitt and Bouckaert, 2004; Ferlie, Lynn and 
Pollitt, 2007; Christensen and Laegreid 2007; Bovaird and Loffler, 2009など）が共
通している。なかでもニュージーランドのNPMは他の2カ国に比べ理論的一貫性
において優れていることが、Hood（1990）により当初から指摘されていた。
２  たとえば、Christensen and Laegreid（2007）、Bovaird and Loffler（2009）など。





庁編成モデルを「部門別モデル（sectoral model）」と呼ぶ（Boston, et al., 1996, 
pp.69-70）。
７  正確には、政府部門（State Services）の組織は省庁とクラウン・エンティティの
ほか中央銀行などを含む。
８  たとえば、第一世代の公的部門改革に対する外部識者の評価報告書であるState 
Services Commission（1996）など。
９  購入協定書の作成は法律に定められたものではなかった。























21  ニュージーランドは、1993年度に財政収支が黒字に転じた（Statistics New Zealand, 
2004, p.307）。
22  正式名称は、「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」。
